
指摘 １ 自然流下化事業の費用縮減効果の再計算 （第 2回委員会 資料２ Ｐ８） 

 

【委員からの指摘内容】 

「仙川汚水中継ポンプ場（以下「ポンプ場」という。）を継続使用したケースについては，更新費用を含めて

計算すべきではないか」 

 

【事務局からの回答】 

既存ポンプ場の建屋等への初期投資額 ２億１６００万円上乗せして算出しました。その結果，投資資金

は３５年で回収できる見込みとなり，３８年目から縮減効果が表れるとした前回第2回の結果より３年

間程度，回収時期が早まりました。 

※固定資産台帳に掲載されているポンプ場の資産のうち，ポンプ場完成以前に資産計上されている資産の合計値を初期投資額として計上

しています。なお，物価上昇率等は加味しておりません。 

 

  

 

【修正後】 年２２００万円  ←  【修正前】 年１７００万円 

＜内訳＞➀ ポンプ場の初期投資額  

            ２億１６００万円 

➁ 初期投資額 ÷ 法定耐用年数(鉄筋コンクリート造) 

２億１６００万円÷４７年＝４６０万円  ≒ ５００万円 

資料３ 委員からの指摘に対する市の回答 



指摘２  資本費平準化債の活用 （第２回 資料２ P12・P27） 

【委員からの指摘】     

なぜ資本費平準化債の活用の有無にかかわらず，現預金残高の枯渇時期が同時期になるのか。 

 

  【事務局からの回答】    

使用料改定を行わない場合，，現預金は令和１４年度に枯渇しますが，同じく令和１４年度に元金償還金が減価償却費を上回るため，その差額について資本費平準化債

を借り入れることができます。 ＜元金償還金 － 減価償却費＞で計算される令和１4年度の資本費平準化債の発行可能額は，下の表で吹き出しをつけましたとおり，

1億 6600万円となりますが，現預金の不足分を借り入れるわけではないので， 7900万円の現預金の不足が生じます。  

結果として，資本費平準化債の活用有無にかかわらず令和１４年度に現金は枯渇することとなります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

     

資本費平準化債を活用した場合
単位：百万円

R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36

資本費平準化債　発行額 0 166 253 279 297 242 225 249 274 270 258 270 264 278 292 302 305 325 349 403 435 462 465 433

資本費平準化債　残高 0 166 418 688 963 1,168 1,340 1,525 1,722 1,902 2,056 2,207 2,339 2,470 2,602 2,729 2,843 2,962 3,088 3,252 3,430 3,613 3,784 3,913

金利負担額 0 0 3 7 12 16 20 23 26 29 32 35 38 40 42 44 46 48 50 52 55 58 61 64

金利負担額（累計額） 0 0 3 10 22 38 58 81 107 136 168 203 241 280 322 367 413 461 512 564 619 678 739 803

現預金残高 196 -79 -394 -700 -1,041 -1,433 -1,870 -2,339 -2,847 -3,396 -3,998 -4,517 -5,169 -5,865 -6,607 -7,406 -8,254 -9,144 -10,081 -11,039 -12,043 -13,024 -14,041 -15,097

＜平準化債を活用しない場合＞

現預金残高
156 -288 -857 -1,432 -2,046 -2,638 -3,242 -3,887 -4,581 -5,297 -6,038 -6,694 -7,461 -8,272 -9,127 -10,034 -10,977 -11,964 -13,006 -14,106 -15,263 -16,403 -17,565 -18,721

現預金不足分を資本費平準化債の 

起債額（１６６百万円）では賄えない。 

金利負担 

年６４００万円 

 

 

起債開始 

 

金利負担 

総額 

８億３００万円 

 

 

計画期間→ 

 

・現金枯渇年度              令和１４年度 

・資本費平準化債 借入可能年度  令和１４年度 

・資本費平準化債 借入可能額    起債可能額 ＝ 〇 元金償還金 ー 減価償却費 

                                ＝ × 現預金不足額 

                                  



指摘３ 令和１８年度以降の収支の乖離幅の拡大要因はなにか （第２回 資料２ P１７） 

 

【委員からの指摘】 

令和１８年度以降，費用に比べて収益の上り幅小さいのはなぜか。減価償却費の増加と比べて長期前受金

も同じように増えていかない理由はなにか。長期前受金の財源割合が過去分と将来分で変わることはある

のか。 

 

【事務局からの回答】 

➀ 下水道使用料の減少 

一人当たりの有収水量が年１％減。令和１２年度をピークに人口減少となるため。 

➁ 支払利息の増 

事業費の増大に伴う，企業債残高の増及び金利予測の増により支払利息が年々増加するため。 

➂ 長期前受金の財源構成の変化 

調布市の下水道整備を開始するにあたっては，受益者負担金として事業費の４分の１を昭和６２年（１９８７）

年度まで徴収していたが，令和１８（２０３６）年度には，管渠の法定耐用年数となる５０年を迎えることから，

長期前受金戻入のうち受益者負担の徴収割合がなくなる。 

 

 

 

  

   

第 2回 委員会資料 

・下水道使用料が年々減少していきます。 ・支払利息が年々増加していきます。 


